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１．はじめに

地域の自然条件や歴史・伝統と結びついた高い品質

を有するいわゆる「地域ブランド」産品は，日本中，

世界中に数多く存在する。これらはその地名と結び付

いた名称が付けられていることが多い。しかし，消費

者がその名称からあの「地域のブランド」産品である

と認識し，購入に至っていることを利用して，その地

域と関係のない地域で作られたもの，その産品の特徴

を備えていないものについても，あたかも「地域ブラ

ンド」産品であるかのような名称を付して市場に流通

させて，当該産品の持つ名声などの価値に便乗してい

るケースが散見される。このような状況を放置する

と，本物の産品が価格競争に負けて類似名称を有する

偽物や粗悪品に市場シェアを奪われ，粗悪品が出回っ

た結果，本物の産品に対する評価が下がり，その需要

自体が減少してしまうことも考えられる。

このような事態を防ぐためには，いわゆる「地域ブ

ランド」産品が作り上げてきた品質や社会的評価を

守っていくことが必要である。このような事情等を背

景として，伝統的生産方法や生産地の特性と結び付い

た高い品質や評価を得ている農林水産物や食品の「名

称」を知的財産として保護する制度（以下「地理的表

示保護制度」という。）を定める「特定農林水産物等の

名称の保護に関する法律」（平成 26 年法律第 84 号。

以下「地理的表示法」という。）が制定され，平成 27 年

6 月に施行された。

２．地理的表示保護制度の概要

⑴ 地理的表示とは

地理的表示(1)とは，産品の品質や社会的評価等が当

該産地と結び付いていること及び当該産地を特定する

ことができる産品の名称の表示のことである。かみ砕

いて説明すると，ある商品の名称を聞いたときに「そ

れは，○○という地域で作られていて，××という特

徴を有しているあれのことだな。」とイメージするこ

とができる商品の名称（あれ）を指す（【図 1】参照）。

知的所有権の貿易関連の側面に関する法律（TRIPS

協定）においても知的財産権の一つとしてWTO加盟
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地理的表示保護制度について

「地理的表示保護制度」が我が国でスタートしてから2年半が経過した。「地理的表示保護制度」は，一定の

要件を満たした農林水産物等の財産的価値を保護し生産者の利益の保護を図るとともに，同じ名称を使用する

模倣品や粗悪品を排除し，当該名称を信頼した需要者の利益の保護を図ることも目的とする制度である。同制

度は，商標権と異なり，特定の名称を使用することについて，生産者に独占的・排他的権利を与えるものでは

なく，地域共有の知的財産として保護するものであり，不正使用があった場合には行政が取り締まる等の特徴

がある。平成30年 2月 7日現在，59産品が地理的表示として登録されており，既に模倣品が排除される，

取引が拡大する等といった効果が生じているものも多い。日 EU・EPA が交渉妥結し，日本の 48の産品が

EUにおいて保護されることとなるなどの動きもあり，今後，海外での知名度向上，輸出促進といった効果も期

待できる。

要 約



国で保護されており，100 を超える国及び地域で独自

の地理的表示保護制度が導入されている。

【図１】

⑵ 地理的表示保護制度の特徴

地理的表示法は，「特定農林水産物等(2)」をその名

称，生産地，生産の方法，その特性がその生産地に主

として帰せられる理由等と併せて登録し，その名称を

保護するものである。以下の点が特徴である。

ア 地理的表示保護制度の大枠

① 産品を，その名称や生産地，品質等の当該産

品が満たすべき基準とともに登録し，登録され

た基準（明細書）を満たす産品の生産者だけが

地理的表示を名称として表示し，使用(3)するこ

とができる。登録された明細書に記載された事

項（生産地や産品の品質等の特性，生産方法等）

に即さない産品は，地理的表示と同一又は類似

の名称を使うことができない。(4)このような場

合に使用すると，不正使用として③で後述する

とおり行政によって取り締まられる。

② 地理的表示を使用する際には，併せて「GI

マーク」（【図 2】）を使用することが義務付けら

れる。需要者は，GIマークの有無を基に地理

的表示保護制度に登録された産品（以下「GI 産

品」という。）であるか否かを容易に確認するこ

とが可能となり，表示を信頼した需要者の利益

の保護と共に登録されていない同種産品との差

別化を図ることができる。(5)

③ 不正な地理的表示の使用は国が取締りを行

う(6)。これにより，生産者は，自ら経済的負担

を負うことなく，自分が生産する産品のブラン

ド価値を守ることが可能になる。

④ 「特定農林水産物等」として登録することは，

個々人に独占的・排他的に当該名称を使用する

権利を付与する効果を与えるものではないた

め，地理的表示として登録された後でも，当初

登録を受けた団体以外の生産者団体が追加登録

の申請を行い，登録されれば(7)，登録された GI

産品の名称を使用することができる。

【図２】

イ 地域団体商標制度との相違（【図 3】参照）

地理的表示保護制度は，産品の名称を保護するとい

う点では地域団体商標制度と似ているが，地域団体商

標が名称の団体への帰属を証明するものであるのに対

し，地理的表示は産品の特性に着目したものであると

いう根本において違いがある。産品を取り巻く状況に

応じ，いずれかの制度を選択し又は両者を組み合わせ

て利用することが求められる。

【図３】

⑶ 登録に至るまでの手続

ア 対象産品

地理的表示保護制度の対象となるものは，地理的表

示法において「農林水産物等」と定義されており，具

体的には【図 4】のとおりである。(8)

【図４】
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【図６】

イ 申請から登録までのフロー（【図 5】参照）

【図５】

地理的表示保護制度への登録を求める産品につい

て，「生産者団体」(9)（地理的表示法第 2条第 5 項）が農

林水産省に申請することにより手続が開始される（同

法第 7 条）。生産者団体は既存の団体（農業協同組合

等）でも別途協議会を立ち上げても構わない。ただ

し，GI 産品として登録された場合，生産者団体には後

述のとおり生産行程管理業務規程を遵守する義務が発

生するため，登録後もきちんと産品の生産行程管理を

行い続けることができるだけの経理的基礎及び組織体

制を備えた団体である必要がある。申請に際しては，

申請書（同法第 7条第 1項）(10)，明細書（同条第 2項第

1 号）(11)，生産行程管理業務規程（同条第 2 項第 2

号）(12)の 3 種類及び産品がどのような特性を有してい

るのかや当該地域に定着していること等を裏付ける資

料等を提出することとなる。各書面の様式や記載方法

等は，農林水産省のウェブサイトでダウンロード可能

になっているのでそれらを参考にしていただきたい。

農林水産省において申請を受け付けた後，提出され

た書類の形式的な不備の有無の審査のほか，特性，産品

の名称，生産方法の基準など登録の主たる要件を中心

に内容面の審査を経て申請内容が農林水産省のウェブ

ページ上に公表（公示）される（同法第 8条及び第 33

条）。この公示が開始されてから 3か月間は，誰でも

当該申請産品について，農林水産省に意見書を提出す

ることができ，意見書が提出された場合，この意見書

は申請をした生産者団体に送付される（同法第 9条）。

3か月を経過し，意見書の提出が締め切られた後，当

該産品について専門的知見を有する者（学識経験者）

から登録の可否についての意見を聴取する（同法第 11

条）。これらの意見を踏まえて最終的な登録の可否に

ついて判断をし，登録された産品については登録簿に

その内容が記載されるとともに，登録産品として，農

林水産省のウェブページにおいて登録内容が公表され

ることとなる（同法第 12 条）。登録を拒否する場合は

申請した生産者団体に対し，拒否した旨とその理由が

書面により通知される（同法第 13 条第 3 項）。処分

（登録又はその拒否）に不服がある場合は，行政不服審

査法，行政事件訴訟法に基づき当該処分を争うことが

可能である。なお，登録された場合，速やかに登録免

許税（1件当たり 9 万円）を納めなければならない。(13)

登録の主な要件として，①産品に関する要件，②産

品の名称に関する要件，③生産者団体・生産行程管理

業務に関する要件がある（【図 6】）。特に重要なのは産

品に関する要件（①）であり，他の同種産品と異なる

どのような特性があるのか，その特性は当該地域の自

然環境等とどのように結び付いているのか，当該地域

に根付いたものといえるのか，ということが具体的に

裏付け資料から説明できなければならない。いかなる

観点から具体的にどのように審査されるか等は農林水
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【図７】

産省のウェブサイトに公表しているのでそれを参照さ

れたい。

⑷ 登録状況及び登録の効果

平成 30 年 2 月 7 日時点で，34道府県の 58 産品，1

か国の 1産品の計 59産品が登録されている（【図 7】）。

知的財産としての保護の効果として，模倣品の排除を

はじめ，知名度の向上に伴って，取引の拡大や担い手

の増加などの市場や流通に関連した具体的な効果も得

られている（【図 8】）。また，生産者団体が自らの産品

の価値を再認識し，品質管理の重要性の認識や，より

良い産品を生産しようとする意欲の高まりなどの前向

きな効果もみられる。

【図８】

⑸ 登録後の留意点

地理的表示法に基づき GI 産品として登録される

と，生産業者のみならず，流通・販売に携わる事業者

にも地理的表示及び GI マークの貼付義務が生じる

（【図 9】【図 10】参照。措置命令及び登録取消しについ

ては，同法第 21 条，第 22 条が規定している。）。

【図９】

【図 10】

⑹ 海外における日本の地理的表示保護の動き

平成 28 年 12 月の地理的表示法の改正により，我が

国の地理的表示制度と同等の水準にあると認められる

外国との間で条約等の国際約束を締結することにより

海外の GI 産品と日本の GI 産品を相互に保護する規
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定を創設した（同法第 23条以下）。

この規定に基づき海外 GI 産品を保護する場合，国

際約束により保護内容等が決まるため，生産者団体か

らの申請という手続がないため，当該外国の GI 産品

については，農林水産大臣が「登録」ではなく，「指定」

することにより，我が国の地理的表示法に基づき我が

国の国内で保護されることとしている。

また，この規定は相互に相手国の制度を信頼するこ

とが前提となっていることから，基本的に相手国政府

が定める明細書を日本でも適用することとなり，明細

書や生産行程管理業務規程の適否は指定の可否には影

響しない。

ア タイ政府及びベトナム政府との間での合意

農林水産省は，平成 29年 3月にタイ王国商務局知

的財産局，同年 6月にベトナム社会主義共和国知的財

産庁との間で，GI の重要性及び GI の相互保護の必要

性について認識し，GI の相互保護に向けた協力を開

始することを合意し，今後，タイ政府及びベトナム政

府と相互保護のための試行的事業を行っていく予定で

ある。

タイにおいては，「夕張日本メロン」と表示されたタ

イ産のメロンが確認され，生産業者に対し「夕張メロ

ン」が我が国の GI でありその名称の使用中止とラベ

ル等の廃棄を行うよう警告状を送付したところ，事業

者により警告内容に対応する旨の回答があったといっ

た事例もあり，海外においても，我が国で地理的表示

保護制度へ登録された産品であると主張することに伴

う効果が見られるものもある。

イ 日 EU・EPAにおける地理的表示保護について

の交渉妥結

また，平成 29年 7月の日 EU・EPAの大枠合意後，

公示等の所定の手続を経て，同年 12 月に，リスト掲載

の EUの GI 産品について，審査を行い，我が国の GI

と同等の保護を行うことで交渉妥結に至った。保護開

始までの流れ等は【図 11】のとおりであり，日 EU・

EPAの発効と同時に，日本で GI 登録された 48 産品

（【図 12】）が EUにおいても保護されることになる見

込みである。これにより EUにおいても日本の GI 産

品が登録団体の経済的な負担なく保護されることとな

り，我が国の農林水産業の知名度向上や，輸出促進と

いった効果も期待できる。日 EU・EPAにおける地理

的表示の取扱いの詳細については，農林水産省のウェ

ブページを参照されたい。

日 EU・EPA合意の内容等を踏まえて，同協定の担

保法案として，①表示の規制対象を産品そのものから

広告・インターネット等のサービス的な名称使用に拡

大する，②先使用(14)を認める期間を 7 年に制限す

る(15)こと等を内容とする地理的表示法の改正の検討

を進めることとしている。

【図 11】

【図 12】

３．まとめ

冒頭でも記したとおり，「地域ブランド」としての知

名度が高ければ高い程，模倣品にその名称が使用され

るリスクは高くなるので，既に地域のブランドとして

社会的評価等が確立し知名度が高いから法的保護を受

ける必要が無いという考えでいると，模倣品に市場

シェアを奪われることにより経済的な不利益を被るお
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それが大きい。不当な不利益を受けないためにも，ま

た，日本や世界における知名度を更に上げて地域の活

性化に拍車をかけるためにも，地理的表示保護制度は

有効な制度であるので，ぜひ活用を御検討いただきた

い。農林水産省としても制度の周知及び充実に努めて

参りたいと考えている。

（注）

(1)地理的表示を英訳すると「Geographical Indication」であ

り，その略称「GI（ジーアイ）」が用いられることが多い。

(2)「特定農林水産物等」とは，特定の地域を生産地とし，産品

の特性がその生産地に主として帰せられるものを指す（地理

的表示法第 2条第 2項）。

(3)地理的表示法は，特定農林水産物等又はそれを原材料とす

る製品又はその包装等への名称の表示（生鮮農産物など，商

品に表示を付すことが無い場合には，商品に近接して置かれ

ている POP なども付する行為とみなされる。）について GI

登録された産品以外への名称の表示を禁止するものであり，

農林水産物等のモノに名称を「付す」行為（表示）に対する

規制となっている。もっとも，本稿 2⑸イ記載のとおり，物

理的に商品自体に名称が付される場合にとどまらず，包括的

な「使用」についても規制の対象とする検討を進めることと

している。

(4)「地理的表示又はこれに類似する表示」とは，それが付され

た農林水産物等が地理的表示法第 6条の登録を受けた特定農

林水産物等と誤認混同させる表示をいう。具体的には，地理

的表示と同一の表示の例として下記ア及びイ，類似する表示

の例として下記ウないしカが当たると考えられる。なお，文

字の構成上は地理的表示と紛らわしい表示であっても，当該

表示が付された農林水産物等が同種の農林水産物等と比較し

て差別化された特性を持ち，その特性と法第 6条の登録を受

けた特定農林水産物等の特性が各明確に区別され，商取引上

も明確に区分されるなど識別が容易であると客観的要素から

需要者などが判断可能である場合や原産地表示の一環として

行われることが明らかな場合等もあることに留意が必要であ

る。

ア 登録名称の音を平仮名，片仮名，訓令式若しくはヘボン

式ローマ字又は漢字を用い相互に変換した表示

イ 登録名称の前後に登録産品の生産地を含む県名等や等級

などの修飾語を付した表示

ウ 登録名称を分断するように何らかの文字等を挿入した表

示

エ 全体の称呼や外観が酷似しており，登録名称を表したも

のと誤認するおそれを招来する表示

オ 普通名称に加え括弧書きで登録産品の生産地に係る地名

を付した表示

カ 登録名称の全部又は一部を翻訳した語の音を平仮名等に

変換した表示

(5)GI 産品の加工品には，GI 産品の名称を使用することはでき

るが，生産行程管理業務規程に従って明細書の内容が遵守さ

れていることを確認した GI 産品ではないため，GIマークを

付することはできない。広告や外食のメニュー等における

GIマークの使用基準については，「広告，インターネット販

売，外食業等における GIマークの使用に関するガイドライ

ン」（平成 29年 7月 19日公表）を参照されたい。

(6)農林水産大臣は，違反の事実を確認したら，口頭指導等を

行い，改善の見込みのない違反者に対しては，地理的表示法

に基づく措置命令を発することができる（地理的表示法第 5

条，第 39条，第 40 条）。当該措置命令に従わない場合には罰

則の適用が検討されるという形でペナルティーが課される。

(7)生産者団体には，法令又は定款その他基本約款において

「加入の自由」（構成員たる資格を有する者の加入を拒み，又

はその加入につき現在の構成員が加入の際に付されたよりも

困難な条件を付してはならない旨）が定められていることが

必要である（地理的表示法第 2 条第 5 項）。なお，農協，漁

協，事業協同組合等には，設立根拠法令により加入の自由が

担保されている。

(8)地理的表示法第 2 条第 1項各号並びに特定農林水産物等の

名称の保護に関する法律施行令（平成 27 年政令第 227 号）第

1条及び第 2条。

(9)生産業者を直接又は間接の構成員とする団体。

(10)申請した産品の名称，生産地，特性，生産方法等の，産品

の普遍的な基準を記載する書面。

(11)生産者団体が複数存在する場合は，生産者団体ごとに作成

する。申請書に記載した基準を満たすことを前提に，特に生

産者団体ごとの基準がある場合にその内容を記載する（申請

書には，特性として糖度 15度以上と記載しているが，生産者

団体としては糖度 18 度以上という，申請書記載の基準を上

回る基準を設けているような場合。）。単独の団体が申請し，

かつ当該団体が産品の普遍的な基準（申請書の記載内容）と

異なる基準を特段設けていないという場合には，申請書の記

載内容と一致することとなる。

(12)明細書に記載の生産の方法等の基準に適合することをど

のような体制で検査・管理するのかについて具体的に説明す

る書面。生産者団体ごとに作成する。

(13)一旦登録されると，失効・取消がなされない限り登録の効

果は続く（更新手続は不要である。）。

(14)登録/指定産品と同一又は類似の名称を，当該登録/指定の

前から使用していた場合をいう。

(15)地理的表示法において，先使用者は，不正の利益を得る目

的，他人に損害を与える目的その他不正の目的なく，業務と

しての継続・反復性が認められる場合には，当該名称を引き

続き使用することができることとされている（地理的表示法

第 3条第 2項第 4号）。

(原稿受領 2018. 1. 31)
(情報更新 2018. 2. 26)
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